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近年、経営や産業・組織心理学の分野で
着目されている概念に「エンゲイジメント

（engagement）」がある。例えば、厚生労働省
は「令和元年版 労働経済の分析」において「ワ
ーク・エンゲイジメント（work engagement）」
を取り上げて 働きがいの問題の分析を行って
いる（厚生労働省, 2020）。ワーク・エンゲイジ
メントは、個人と仕事、あるいは個人と職場と
の結びつきの強さを表す概念であり、従業員の
ウェルビーイングと組織のパフォーマンスの双
方に向上をもたらし、働く人と組織にとって望
ましい状態であるとされる（Bakker & Leiter, 
2010）。従業員パフォーマンスの向上が期待で
きるということからエンゲイジメントはビジネ

ス分野において高い関心が寄せられ、各種調査
が行われているが、その概念と測定方法につい
ては関係者間で異なっている可能性がある。そ
れは後述するようにエンゲイジメント研究には
立場の異なる２つの方向性があることが一因で
あると考えられる。

本論文は、実証データに基づいてワーク・エ
ンゲイジメントの概念を整理・確認し、働きが
いやワーク・モティベーションとの関係を検討
することを目的としている。それによってこれ
まで国際経済労働研究所の共同調査で蓄積され
てきた働きがい項目がワーク・エンゲイジメン
トとの関連においてどのような役割を担ってい
るのかを明らかにしていく。

1. はじめに/背景と目的

2. 先行研究の概要

2-1　ワーク・エンゲイジメント
エンゲイジメント研究には大別すると２つの

方向性がある。その１つがワーク・エンゲイジ
メント研究である。エンゲイジメントとは「質
の高いやる気」を指す概念であり「課題に没頭
して取り組んでいる心理状態」を表す（鹿毛
,2012）。このエンゲイジメントという概念を仕
事場面において発展させたのがワーク・エンゲ
イジメントである。

ワーク・エンゲイジメントは、心理学、特に
産業保健心理学の領域における「ネガティブか
らポジティブへ」という流れの中で注目が高ま
ってきた概念である（島津, 2015）。ワーク・エ
ンゲイジメント研究の第一人者であるユトレヒ
ト大学の Schaufeli によると、「ワーク・エンゲ
イジメントとは、仕事に関連するポジティブで
充実した心理状態であり、活力、熱意、没頭に
よって特徴づけられる」とされる。活力（Vigor）
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とは、エネルギッシュで活力に満ちている状
態である。没頭（Absorption）は、時が経つ
のを忘れてしまうほど自分の仕事に引き込ま
れ、完全に熱中しているような状態を指す。熱
意（Dedication）は、自分の職務に意義を感じ、
仕事に誇りをもって取り組んで集中、熱中して
いる状態を指す。エンゲイジメントは、特定の
対象や出来事、個人、行動などに向けられた一
時的な状態ではなく、仕事に向けられた持続的
かつ全般的な感情と認知であると定義される

（Schaufeli & Bakker, 2004）。総合すると、ワ
ーク・エンゲイジメントは、仕事にやりがいを
感じ、熱心に取り組み、仕事から活力を得て生
き生きとしている状態だといえる（島津, 2015）

 

図１はワーク・エンゲイジメントと関連する
諸概念（バーンアウト、ワーカホリズム、職務
満足）との関係を「活動水準」と「仕事への態度・
認知」という２つの軸で分類し図示したもので
ある（島津, 2015）。ワーク・エンゲイジメント
はバーンアウト（燃え尽き症候群）の対極とし
て位置づけられている。ワーク・エンゲイジメ
ントは「仕事への態度や認知」が肯定的で活動
水準が高い良好な状態であるのに対して、仕事
に燃え尽きた状態であるバーンアウトは、両者
ともに低く否定的な傾向が強い。一方、ワーカ
ホリズム（仕事中毒）では、活動水準は高いも
のの、仕事に過度にのめり込むような「脅迫的
な働き方」や「働きすぎ」という点が特徴とな
っている。職務満足に関しては、満足している
がゆえに活動水準自体は低い可能性がある。こ

れに対して、ワーク・エンゲイジメントは、身
体的、精神的、社会的に良好な状態（well-being）
であるとされ、仕事のパフォーマンスや生活
満足度にポジティブな効果を持つ（Shimazu, 
Schaufeli, Kubota, Kawakami, 2012）。

ワ ー ク・ エ ン ゲ イ ジ メ ン ト の 測 定 に は、
Schaufeli ら が 考 案 し た ユ ト レ ヒ ト・ ワ ー
ク・エンゲイジメント尺度（Utrecht Work 
Engagement Scale：UWES）が用いられ、各
国で翻訳され、広く使用されている。日本語版
も作成されており、「活力：仕事をしていると、
活力がみなぎるように感じる」「熱意：仕事に
熱心である」「没頭：私は仕事にのめり込んで
いる」などの 3 要素を測定する全 17 項目であ
る（島津, 2014）。

2-2　従業員エンゲイジメント
エンゲイジメント研究のもう一つの流れ

は「 従 業 員 エ ン ゲ イ ジ メ ン ト（employee 
engagement）」である。仕事という文脈におい
てエンゲイジメントを最初に概念化したのはア
メリカの組織行動学者 Kahn（1990）である。
彼は、組織構成員としての自己と仕事上の役割
との結びつきに着目して「パーソナル・エンゲ
イジメント（personal engagement）」という
概念を定義し、その結びつきが強い従業員は自
身と仕事を同一化し、それゆえ仕事に大きな労
力を注ぐと述べている。

従業員エンゲイジメントという用語は 1990
年代に米国の調査会社ギャラップ社によって
使用され、主にビジネス分野で広がりをみせ
てきた。ギャラップ社では従業員エンゲイジ
メントを「個人の仕事への関与と満足、及び
熱意」と定義し、これを測定するツールとし
て「Q12」と呼ばれる 12 項目から成る自記式
調査票を開発し、従業員エンゲイジメントと組
織パフォーマンス との関連を実証的に示した

（e.g., Harter,  Schmidt,  & Hayes, 2002; Harter, 
Schmidt, Killham, &  Asplund, 2006）。

その後、従業員エンゲイジメントは企業業績
の向上に貢献する魅力的な調査ツールとして広
まり、多くのコンサルティング会社がそれぞれ

図 1　ワーク・エンゲイジメントと関連する概念
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独自の定義で調査ツールを開発し競って調査を
行うようになった。Bakker & Leiter（2010）は、
こうしたビジネス界におけるエンゲイジメント
の広まりについて、多くの従業員エンゲイジメ
ント項目が職務満足や組織コミットメント、役
割外行動などの既存概念を合成して用いてお
り、既存の概念をエンゲイジメントという人目
を引く名称に付け替えているに過ぎないと指摘
している。

また、従業員エンゲイジメント分野におい
ては、個々のコンサルタント会社が用いてい
る独自の調査項目の多くが非公開のため、その
概念に統一性がなく信頼性・妥当性の検討が不
十分な傾向にあることも問題である。従業員エ
ンゲイジメントに関する諸研究をレビューした
Bailey ら（2017）は、多くの研究が既存の態度
や行動に関する概念を合成して使用しており、
その信頼性・妥当性に疑問があることを指摘し
ている。また、ギャラップ社の「Q12」にしても、
エンゲイジメントではなくマネジメントのあり
方を測定しているという批判や、従業員がどの
程度仕事にエンゲイジしているかを評価するも
のではなく、仕事においてどれほど資源を知覚
しているかを評価している測度であるという指
摘もある（島津, 2019）。従業員エンゲイジメン
トには定義と測定の問題が残る。

以上のように、ワーク・エンゲイジメントが
仕事に対する個人の心理的な側面を重視し、ウ
ェルビーイングとの関係で研究されてきたのに
対して、従業員エンゲイジメントは組織コミッ
トメントのような、従業員と仕事、および組織
との関係が強調された概念であるといえる。

2-3　組織コミットメント
　Schaufeli らが指摘したように従業員エン

ゲイジメントの概念には、従来の産業・組織心
理学の分野で研究されてきた組織コミットメン
トなどの要素が多分に含まれている。組織コミ
ットメントは 1980 年代ごろから欧米で盛んに
研究されるようになった概念である。日本では
忠誠心や帰属意識として取り上げられてきた背
景がある（e.g., 尾高, 1963）。西脇（1997）によ

ると、もともとコミットメントという言葉は人
が同じ行動を継続することに深く関連している
という。1960 年代に登場した Becker（1960）
のサイドベット理論においてはコミットメント
の概念は労働力という「投資」に対して、組織
から受ける「利益」（安定や社会的評価など）
が組織へのコミットを形成するという捉え方が
なされていた。組織から得られるものの方が大
きければ組織に留まるという外発的な「功利的
帰属意識」がその中心であったといえる。

1970 年代には Mowday ら（1979）により組
織コミットメントの構成要素が整理され、コ
ミットメントを構成する中心概念として、組
織への情緒的な感情や愛着という要素が加えら
れた。すなわち、組織の価値の受け入れや目標
を共有すること、組織に留まりたいという願
望、組織のために努力したいという意欲などで
ある。これに基づいて組織コミットメントを測
定する尺度 OCQ（organizational commitment 
questionnaires）が開発されている（Mowday, 
Steers & Porter,1979; Porter, Steers, Mowday 
& Boulian, 1974）。

上記の研究にさらに情緒的なコミットメント
要素を加えて発展させたのが、Allen ＆ Meyer

（1990）の 3 次元モデルである。彼らは、組織
コミットメントを①情緒的、②存続的、③規
範的の 3 要素からとらえている。この 3 次元モ
デルは後続の研究に影響を与え、多くの組織コ
ミットメント研究を生み出した。例えば、高橋

（1997）は Allen & Mayer の尺度を翻訳し、日
本人サンプルで調査・分析し、結果としてほぼ
同様の３つの下位概念を見出している。

2-4　ジョブ・インボルブメント
ジョブ・インボルブメントは、人が自分の仕

事と心理的に一体化している程度、あるいは仕
事がその人にとってどれほどの重要性を占めて
いるかという程度を表した概念である（Lodahl 
& Kejner, 1965）ワーク・エンゲイジメントの
下位概念である「没頭」や「情熱」との関連が
強いことが予測される。ジョブ・インボルブ
メントについては、ワーク・エンゲイジメント
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の考案者の Schaufeli 自身も概念的な類似性を
認めてはいるが、ワーク・エンゲイジメント尺
度は既存のジョブ・インボルブメント尺度や組
織コミットメント尺度に対してある程度の弁別
的妥当性があり、別個に取り上げて測定する価
値のある尺度であるとしている（Hallberg & 
Schaufeli, 2006）。しかし、エンゲイジメント尺
度の 3 つの下位尺度（活力、情熱、没頭）を個々
に見ると、例えば「没頭」次元とジョブ・イン
ボルブメント尺度とはかなり概念が似通ってお
り、別個の概念として妥当であるかは疑問であ
るという鎌倉（2007）などの指摘もあり、検討
する必要がある。

2-5　内発的モティベーション
ワーク・エンゲイジメントが仕事に関連する

ポジティブで充実した心理状態を表すものであ
るなら、既存概念であるワーク・モティベーシ
ョンとの関係も当然検討する必要がある。前出
の厚生労働省の研究では、ワーク・モティベー
ションは人を仕事という行動に駆り立てるプロ
セスを重視しているのに対して、ワーク・エン
ゲイジメントは行動を起こす主体である個人が
動機づけられた結果として経験する「感情」「認
知」に関連する概念であるとして、独立したも
のとして扱っている。

国際経済労働研究所における共同調査で用い
られている「働きがい」の項目は、内発的なワ

ーク・モティベーションを測定する項目とし
て「仕事の楽しさ」と「仕事の生きがい感」の
2 項目を用いている。これらの項目はある課題
を遂行することに対する「楽しさ」が内的感
情としてモティベーションの基礎となっている
という実験社会心理学の知見から構築されたも
の で あ る（e.g., Harackiewicz, Manderlink, & 
Sansone, 1984）。「楽しさ」はワーク・エンゲ
イジメント尺度の下位尺度である「活力」、「情
熱」のような内的状態とかなり近い成分を持っ
ていることが想定される。研究所では 30 年以
上にわたって内発的モティベーションの測定を
行っており、研究結果を発表してきている（e.g., 
山下・八木, 2019）。働きがいにかかわる測定項
目とワーク・エンゲイジメントとの関係を実証
データで確認する必要がある。

以上のようにワーク・エンゲイジメントの概
念は、Schaufeli らの UWES で測定されるもの
と、主にビジネス分野で用いられてきた従業
員エンゲイジメントとで方向性に違いがみら
れる。そして、それは従来の産業組織心理学の
分野で研究されてきた組織コミットメントやジ
ョブ・インボルブメント、さらには内発的モテ
ィベーションのような要素が含まれた複合的な
概念である可能性が高い。今や厚生労働省をは
じめとして多くの企業が取り入れている状況か
ら、日本の組織労働者のデータを用いてその概
念を詳しく検討する必要があると考えられる。

3-1　調査項目
まず、ワーク・エンゲイジメントに関しては

UWES 日本語版の短縮版９項目を用いた（島
津, 2014）。全項目版を用いなかったのは回答者
の負担軽減を考慮してのことである。

組織コミットメントに関しては、Allen & 
Mayer （1990）を基とした労働政策研究・研修
機構（2012）の調査項目より情緒的、存続的、
規範的の各次元から各々 3 項目を選んで用い
た。これらの計 9 項目は同機構の HRM チェ

ックリストにも採用されている。これに加え
て、高木（2003）が「内在化コミットメント」
として分類している項目も採用した。高木は、
Allen & Meyer（1990）、 関 本・ 花 田（1987）
などを参考に 30 項目の組織コミットメント項
目を作成し、日本人サンプルを用いて分析を行
った結果、「愛着」「内在化」「存続」「規範」の
4 次元を見出している。労働政策研究・研修機
構の研究で「情緒的コミットメント」とされた

「この会社の問題があたかも自分自身の問題で

3. 調査項目と調査の概要
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4. 結果と考察

あるかのように感じる」という項目について、
高木は複数サンプルで検討を繰り返し「内在化」
として負荷することを確認している。このため

「内在化」に関する項目も検討のため加えた。
ジョブ・インボルブメントに関しても労働政

策研究・研修機構（2012）の調査項目から 3 項
目を採用した。

内発的ワーク・モティベーション、総合的ワ
ーク・モティベーションに関しては国際経済労
働研究所の共同調査から採用した。共同調査か
らはさらに、ワーク・エンゲイジメントが組織
に対するポジティブな認知を測定している点か
ら「自分の会社や参画している事業の将来に夢
を持っている」などの「会社関与」項目も加え
た。また、従業員エンゲイジメントにおいて重
視されている組織的観点に立って経営や生産性
を考え、組織に貢献するという意識を測定する

「貢献行動」も検討対象に加えた。
大まかな仮説としては、ワーク・エンゲイジ

メントはジョブ・インボルブメントや内発的ワ

ーク・モティベーションとかなり近い概念であ
り、そこに組織コミットメントや会社関与とい
った要素が加わった概念であることを想定して
いる。

3-2　サンプルの概要
調査は 2022 年 1 月～ 2 月に自記式調査票と

web 調査を用いて行われた。情報・通信・サ
ービス業、メーカー、金融業など９組織から総
計 667 件（質問紙 262 件、web405 件）の有効
回答を得た。

回答者の属性は、男性 75.0％、女性 25.0％と
なっており、男性が多くを占めるデータとなっ
ている。平均年齢は 37.6 歳（SD=9.39）であり、
性・年齢別にみると、男性、女性共に 30 代が
最も多くそれぞれ、31.7％、９.6％となっていた。

職種は「営業・販売・サービス」43.6％、「専門・
技術・研究」12.8％、「事務（管理部門を含む）」
32.4％、「技能・現業」5.8％であった。

4-1　探索的因子分析の結果
エンゲイジメントおよび組織コミットメン

ト、働きがいに関する各項目の因子構造を検
討するため、探索的因子分析（主因子法、プロ
マックス回転）を行った。固有値の大きさや因
子の解釈可能性から固有値１以上の因子を抽出
し、因子負荷量が .40 未満の項目と複数の因子
に .30 以上の因子負荷量を示した項目を削除し
た結果、表 1 から表 3 の結果を得た。

まず、組織コミットメント項目のみの因子分
析結果を表１に示した。組織コミットメント項
目に関しては事前に想定された 4 因子構造（情
緒的、存続的、規範的、内在化）とはならず、
3 因子構造となった。第 1 因子は「他の会社で
はなく、この会社を選んで本当によかったと
思う」「この会社が気に入っている」など情緒
的コミットメントや組織への愛着、内在化に該
当する項目が高く負荷し、情緒的コミットメン

ト因子であると解釈した。第 2 因子は「この会
社の問題があたかも自分自身の問題であるかの
ように感じる」「この会社に自分を捧げている」
などの項目に高く負荷し、内在化コミットメン
トと解釈した。第 3 因子は「この会社を離れる
とどうなるか不安である」「今この会社を辞め
たら、生活上の多くのことが混乱するだろう」
などの項目に高く負荷しており、外発的な存続
的コミットメント因子と解釈された。因子間相
関の結果からは、組織への情緒的な関与をあら
わす情緒的コミットメントと内在化コミットメ
ントの間の相関が高いことが確認された。

次に組織コミットメント項目にワーク・エン
ゲイジメント項目、ワーク・モティベーション

（働きがい）項目、ジョブ・インボルブメント
項目を加えた因子分析結果を表 2 に示した。こ
れについては５因子構造が妥当であると考えら
れた。まず、第 1 因子には「この会社の一員で
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あることを誇りに思う」「友人に、この会社が
素晴らしい働き場所であるといえる」などの項
目が高く負荷し、表 1 で示された情緒的コミッ
トメントと内在化コミットメントが一体化した
因子となった。情緒的・内在化コミットメント
因子と解釈した。第２因子は「仕事は、私に活
力を与えてくれる」などの UWES ９項目が高
く負荷し、ワーク・エンゲイジメント因子と解
釈される。第 3 因子は「今の仕事を続けたい」「今
の仕事が楽しい」など共同調査で使用されてい
るワーク・モティベーション４項目が高く負荷
しており、働きがい因子と解釈された。第４因
子は「今の私にとって仕事が生活のすべてであ
る」「最も充実していると感じられるのは仕事
をしている時である」などのジョブ・インボル
ブメント項目が高く負荷しており、ジョブ・イ
ンボルブメント因子と解釈した。第５因子は「今
この会社を辞めたら、生活上の多くのことが混
乱するだろう」などの組織に対する功利的な意
識を示す項目が負荷しており、存続的コミット
メント因子と解釈した。

因子間の関係としては、情緒的コミットメン
ト因子とワーク・エンゲイジメント因子の相関
が .63、情緒的コミットメント因子と働きがい
因子との相関が .68 と高くなっていた。ワーク・
エンゲイジメントと働きがい因子の相関も .61
と高かった。

最後に、表 2 の項目にさらに会社関与や組織
に対する貢献行動に関する項目を追加して因子
分析を行ったところ、６因子構造を得た（表 3）。
全体的な因子構造は表 2 の分析とほとんど変わ
らないが、「会社やその事業の将来に夢を持っ
ている」という会社関与項目は第１因子の情緒
的コミットメントに負荷（.61）を示していた。

「会社の発展のために何をすべきか、自ら考え
て行動している」「会社のあるべき姿を日々考
えて仕事をしている」などの貢献行動項目は第
４因子として独立して抽出された。因子間の関
係としては、貢献行動因子は第 1 因子の情緒的
コミットメントと .56、第 2 因子のワーク・エ
ンゲイジメント因子とも .55 の比較的高い相関
を持つことが確認された。

表 1　組織コミットメント項目の因子分析結果
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4-2　�ワーク・エンゲイジメント項目と各因子
の相関

ワーク・エンゲイジメントの合成得点と他の
変数との相関をみると、因子間相関の結果と同
様に、ワーク・エンゲイジメントと高い相関を
示す変数は内発的働きがい（.63）、ジョブ・イ
ンボルブメント（.62）の２つであった。また、
総合的働きがい（.51）、情緒的コミットメント

（.55）もワーク・エンゲイジメントと比較的高
い相関を示すことが確認された（いずれも p < 
.01）。

4-3　�クラスター分析、多次元尺度構成法の結果
クラスター分析は複数の個体（要素）を、個

体間の非類似度に基づいて幾つかのまとまり
（クラスター）に分類する多変量解析手法であ
る。ここでは因子分析で用いられた各概念がそ
の類似度という点でどのような関係を持ってい
るのかを検討するために分析を行った。ウォー
ド法を用いて検討し、得られた樹形図を図 2 に
示した。

まず、第 1 次のクラスターとして情緒的組織
コミットメント（愛着・誇り）と会社関与のク

表 2　表 1 に UWES、働きがい、ジョブ・インボルブメント項目を加えた因子分析結果
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ラスター A、貢献行動と会社関与（経営的視野）
のクラスター B、内発的働きがいと総合的働き
がいのクラスター C、ジョブ・インボルブメン
トとワーク・エンゲイジメントのクラスター D

という４つのまとまりが確認できる。外発的な
要素の強い存続的コミットメントはどのクラス
ターとも類似度が低く、独立的であることが示
された。次の段階として、クラスター A、B と

表 3　表 2 に会社関与、貢献行動を加えた因子分析結果

図２　クラスター分析の結果
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存続的コミットメントとが結合して組織コミッ
トメント・会社関与クラスター E が形成され、
それがクラスター C の働きがいクラスターと
結びつくことが示された。最終的にこれらの組
織コミットメント・働きがいクラスターとエン
ゲイジメントクラスターが結合するという構造
であった。

〈多次元尺度構成法〉
多 次 元 尺 度 構 成 法 （Multi Dimensional 

Scaling：MDS）は 、対象間の（非）類似度を
その関係性をできるだけ保つように対象を低次
元空間の点で表す手法であり、データの類似性
を検討し、わかりやすく把握するために可視化
する方法として用いられる。結果を図 3 に示し
た。

プロットされた位置から、ワーク・エンゲイ
ジメントとジョブ・インボルブメント、内発的
働きがいは概念的に比較的近いことが示され
た。軸の解釈としては、縦軸については、上方
向ほど個々の会社や仕事という限定的な評価・
意識を表し、下方向ほど総合的で複合的な評価・
意識を表しているものと解釈し「個別的― 総
合的評価」とした。すなわち、上部に位置する
ジョブ・インボルブメントは仕事に対する没入
度、会社関与や貢献行動は会社に対する貢献意
識という比較的個別的で狭い範囲の意識や状態
を測定しているが、下に位置する総合的働きが
いは仕事や組織に関する多様で広い範囲の評価
を含んだ意識である。横軸については、左側は
会社や組織に関する意識が並び、右側に行くほ
ど仕事そのものに対する意識や評価になるため

「会社― 仕 事 」と解釈した。右側に位置する
ジョブ・インボルブメント、ワーク・エンゲイ
ジメント、内発的働きがいは純粋に仕事そのも
のに対する評価・意識を表していると考えられ
る。一方で、クラスター分析では独立的だった
存続的コミットメントは総合的働きがいと比較
的近い位置に付置していた。これは「今の会社
に勤め続けたい」などの項目で測定される総合
的働きがいには「会社をやめたら損失が大きい」
というような存続コミットメントに代表される
外発的な成分が含まれていることが理由である
と考えられる。

5. 論議と展望

〈ワーク・エンゲイジメントと働きがいの関係〉
因子分析およびクラスター分析、多次元尺度

構成法の結果から総合的にみて、ワーク・エン
ゲイジメントはジョブ・インボルブメントや内
発的働きがいと概念的にかなり近く、そこに組
織コミットメントや貢献行動の要素が加わった
複合的な概念であることが示された。これは本
研究の大まかな仮説を支持するものである。こ
れまで指摘を受けてきたようにワーク・エンゲ

イジメントは従来の産業・組織心理学の分野で
研究されてきた組織コミットメントやジョブ・
インボルブメント、さらには内発的モティベー
ションのような既存概念を包摂した概念であり
測定項目であるといえる。

エンゲイジメントという概念がもてはやされ
る理由として、これが従業員側にとってポジテ
ィブで望ましい心理状態であるだけでなく経営
側にとっても生産性やパフォーマンスの向上を

図３　多次元尺度構成法による付置
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もたらす、双方ｗｉｎ－ｗｉｎの「重宝な」概
念であることが大きいと考えられる。本研究で
示された構造から、ワーク・エンゲイジメント
に含まれる内発的モティベーションやジョブ・
インボルブメント的要素は高いパフォーマンス
と結びつく可能性が高く、加えてワーク・エン
ゲイジメントに含まれる組織への愛着や内在化
コミットメント成分は、個人のモティベーショ
ンの方向性を組織目標に合致させる役割を果た
す。結果として、エンゲイジメントは組織にと
ってより高いパフォーマンスをあげる人材を識
別するための指標として機能していると考えら
れる。

国際経済労働研究所の共同調査において用い
られてきた働きがい測定項目とワーク・エンゲ
イジメントとの関係については、ワーク・エン
ゲイジメントは働きがい項目とは独立した因子
として抽出されることが示された。しかし、こ
れは後述するように測定の問題による可能性が
高いと考えられる。両者は因子間相関や多次元
尺度構成法の結果からはかなり近い概念であ
ることが確認されている。特に仕事の楽しさに
代表される内発的働きがい項目は内発的動機づ
けの実験室実験から導き出され、多様な組織か
ら収集された調査データが蓄積された信頼性の
高い測度である。Schaufeli の共同研究者であ
り、ワーク・エンゲイジメント研究における日
本の第一人者である島津（2019）もワーク・エ
ンゲイジメントは「仕事が楽しい」「I want to 
work」 という認知によって説明されると述べ
ており、「仕事の楽しさ」に代表される内発的
働きがいは 1 項目あるいは 2 項目でワーク・エ
ンゲイジメントを代替的に測定できるツールと
してその有用性が確認されたといえよう。
「会社関与」や「貢献行動」については、情

緒的な組織コミットメントやワーク・エンゲ
イジメント因子との相関が高く、ワーク・エン
ゲイジメントの持つ組織コミットメント成分の

「情緒的・内在化」部分を担う可能性が示され
た。個人が持つ仕事への内発的モティベーショ
ンが十分に高い場合でも、その方向性が組織目
標や組織の価値観と一致していなければ効果的

なパフォーマンスには結びつかないという仮定
に基づいて「会社関与」は共同調査において継
続して 30 年以上測定が続けられている。この
考え方はビジネス分野における従業員エンゲイ
ジメント研究の方向性と一致しており、「会社
関与」と「貢献行動」については本研究では扱
わなかった従業員エンゲイジメントとの関連性
がより高いことが予測される。今後検討を重ね
る必要があるが、働きがい項目と併せて「会社
関与」と「貢献行動」を測定することは生産性
やパフォーマンスを予測する変数として有用で
あり、従業員エンゲイジメントと同様の機能を
果たす可能性が高いと考えられる。

〈測定方法における問題〉
今回調査ではワーク・エンゲイジメント測定

項目としては UWES 9 項目を用いた。この項
目は学術調査の目的であれば使用が認められて
いるが、調査票で使用する場合の測定方法が独
特であり、他の働きがいや組織コミットメント
などの項目とは独立した形で測定せざるを得な
かった。因子分析でワーク・エンゲイジメント
は常に単一の因子としてまとまりを示していた
が、これはワーク・エンゲイジメント因子と他
の因子との弁別的妥当性が高いことを示してい
るのではなく、測定方法によるものである可能
性が高い。他の項目と同じリッカート形式の 5
件法で測定した場合は、高い相関が示されてい
る内発的働きがいやジョブ・インボルブメント
と一部が同じ因子として抽出される可能性があ
る。厚生労働省（2020）は、ワーク・エンゲイ
ジメントは様々な類似する概念と部分的に重複
する部分もあるが、付加価値を加えた固有の概
念となっていると述べている。しかしながら、
新たな概念を導入することは、それによって現
象をうまく説明できる可能性がある一方で、研
究領域に混乱をもたらす可能性もある（鎌倉, 
2007）。ワーク・エンゲイジメントとこれまで
の産業・組織心理学分野で検討されてきた概念
との弁別的妥当性の検討は今後の課題である。
また、本研究では、ワーク・エンゲイジメント
に的を絞って検討を行ったが、今後は「Q12」
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のような従業員エンゲイジメント項目もあわせ
て検討する必要があるだろう。

最後に測定の問題としてもう一つ挙げられる
のは、自記式の調査項目の問題である。ワーク・
エンゲイジメントに含まれる「仕事に熱心であ
る」というような項目に否定的に回答するのは

「社会的望ましさ」や「評価懸念」の点からか
なり抵抗があると思われる。まして、それが経
営側からの調査ともなれば、仕事に熱心でなか
ったとしても本来の意識通りに回答するかどう
かは相当に疑わしいこととなる。これは質問紙
調査、web 調査にかかわらず自記式の調査方
法が持つ欠点である。純粋に個人の性格や態度
を測定する場合よりも組織場面においてモティ
ベーションやエンゲイジメントを調査する場合
は特に難しい問題となる。残念ながら UWES

も「Q12」もこのような危険性を多分に含んだ
項目であると思われる。これは近年広がりを見
せている「従業員 NPS（eNPS：Employee Net 
Promoter Score）」についても同様である。こ
のような点から、自分の回答がどうすればより
望ましくなるのかが回答者にはわからない、あ
るいはセルフコントロールできないような工夫
がこれからの質問項目と調査設計には必要であ
ろう。この点については現在、国際経済労働研
究所で検討中である。

※�公益社団法人国際経済労働研究所の調査項目は、営
利目的ではなく学術研究が目的の場合にのみご使用
いただくことが可能です。営利目的あるいは非学術
研究での使用を目的とされる場合には研究所からの
書面による許可が必要となります。
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